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小中学校保健室等空調設備整備事業に関する客観的な評価の結果 

 

 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法第 117

号。以下「PFI 法」という。）」第 8 条第 1 項の規定により、小中学校保健室等空調設備整備

事業を実施する民間事業者を選定したので、PFI 法第 11 条の規定により客観的な評価の結果

をここに公表する。 

 

  令和 5 年 11 月 28 日 

四日市市長 森 智広 

 

 

１ 事業の概要 

（１）事業名 

   小中学校保健室等空調設備整備事業 

 

（２）事業の目的 

本事業は、四日市市（以下「市」という。）内の市立小中学校における教育環境向上の一環

として、市立小中学校内の経年劣化が見込まれる保健室等の空調設備を更新及び新規導入す

るにあたり、民間事業者の技術やノウハウを活かし早期の整備実現を図るとともに、財政負

担縮減及び平準化の観点から、PFI 法に基づく事業手法の導入を図るものである。 

 

（３）対象となる事業の概要 

本事業は、夏季の冷房及び冬季の暖房を行う空調設備等を、市内の小中学校 54 校の保健

室等(以下「対象室」という。) 441 室に整備するために、本事業を実施する事業者が一貫し

て空調設備等の設計業務、施工業務、工事監理業務を行った後、空調設備等の所有権移転業

務により市に所有権を移転し、維持管理期間を通して空調設備等の維持管理業務等を行うも

のである。 

 

（４）事業方式 

本事業は、PFI 法に基づき実施し、事業方式は、BTO(Build-Transfer-Operate)方式とする。 

 

（５）事業範囲 

事業者が行う業務の範囲は次のとおりとする。 

 

ア 設計業務 

（ア） 空調設備の設計業務 

（イ） その他、付随する業務 

 

イ 施工業務 

（ア） 空調設備の施工業務 
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（イ） その他、付随する業務 

 

ウ 工事監理業務 

（ア） 空調設備の工事監理業務 

（イ） その他、付随する業務 

 

エ 維持管理業務 

（ア） 空調設備の維持管理業務 

（イ） その他、付随する業務 

 

オ 空調設備の移設等業務 

（ア） 本事業において整備した空調設備の移設、廃棄等が必要となった場合の移設業務 

 

（６）事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から 2038 年 3 月 31 日までとする。 

事業契約締結：2023 年 12 月（予定） 

設計・施工期間：事業契約締結日 ～2025 年 3 月 31 日（約 15 ヶ月間） 

維持管理期間：2025 年 4 月 1 日 ～ 2038 年 3 月 31 日（13 年間） 
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２ 落札者決定までの経緯及び落札者決定後のスケジュール 

日 程 内 容 

2023 年 

1 月 26 日 第 1回審査委員会の開催 

2 月 3 日 実施方針等の公表、関心表明制度の登録受付開始 

2 月 24 日 実施方針等への質問及び意見の受付締切 

3 月 9 日 第 2回審査委員会の開催 

3 月 14 日 実施方針等への質問に対する回答公表 

3 月 27 日～3月 30 日 現地見学会 

4 月 3 日 入札公告及び入札説明書等の公表 

4 月 28 日 入札説明書等に関する質問受付締切 

5 月 26 日 入札説明書等に関する質問に対する回答公表 

6 月 9 日 入札参加資格審査書類の受付締切 

6 月 16 日 入札参加資格結果通知書の送付 

6 月 28 日 第 3回審査委員会の開催 

7 月 7 日 関心表明制度の受付締切 

7 月 14 日 入札書及び提案書の受付締切 

7 月 24 日 入札価格確認通知書の送付 

8 月 21 日 第 4回審査委員会の開催 

9 月 3 日 第 5回審査委員会の開催、最優秀提案者の選定 

9 月 7 日 落札者の決定及び公表 

9 月 25 日 基本協定締結 

11 月 7 日 事業仮契約締結 

12 月下旬 事業契約締結（予定） 
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３ 落札者の決定 

  令和 5年 7月 14 日に行った入札書及び提案書の受付には、1グループからの提出があり、小

中学校保健室等空調設備整備 PFI 事業者選定審査委員会は、あらかじめ公表した落札者決定基

準に従って提案内容等の審査を行い、令和 5年 9月 3日に最優秀提案者を選定した。（別紙「小

中学校保健室等空調設備整備事業 審査講評」参照） 

  市は、その結果を踏まえ、令和 5 年 9 月 7 日付けで株式会社大藤工務店を代表企業とするグ

ループを落札者として決定した。 

 

＜落札者＞ 

 

 

４ 落札価格 

落札者として決定した株式会社大藤工務店を代表企業とするグループの入札価格は、下記の

とおりである。 

 

２，５８７，６００，０００円（税込） 

 

グループ名 グループ構成 

株式会社大藤工務

店を代表企業とす

るグループ 

代表企業 株式会社大藤工務店 

構成企業 株式会社トヨタトータルデザイン 

構成企業 株式会社セクト 

協力企業 株式会社昴設計 

協力企業 株式会社アスカ総合設計 

協力企業 株式会社山田建築設計 

協力企業 シンフォニアエンジニアリング株式会社 

協力企業 有限会社アイエス設備工業 

協力企業 株式会社渡辺電気 

協力企業 林電気工事株式会社 

協力企業 東芝キヤリア株式会社 中部支社 

協力企業 石井燃商株式会社 
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５ 落札者の事業計画に基づく財政支出の削減効果 

  落札価格に基づき、本事業を PFI 方式で実施する場合の市の財政支出について、市が従来ど

おりの方式で実施する場合の財政支出と比較したところ、以下に示すとおり、事業期間中の財

政負担額が、現在価値換算で約 12.7％削減されるものと見込まれる。 

 

項 目 事業費（現在価値換算） 

① 従来方式による市の財政支出（PSC） 約 2,663 百万円 

② PFI 方式による市の財政支出（PFI-LCC） 約 2,326 百万円 

③ PFI 方式導入による財政支出の削減効果額：①－② 約 337 百万円 

④ 削減効果率（VFM）：③／①×100 約 12.7％ 

 


